
シルクテキスタイル産地化に関する重点要望

与謝野町と京丹後市からなる丹後産地は絹織物の産地として全国トップ

シェア（約 70％）を誇っています。近年では、原材料（糸等）などの経費

高騰、機料品不足、和装文化の衰退、和装を纏う機会の減少など様々な要因

により、賃機事業者の廃業が目立っており、織り手だけでなく、製織に付随

する関連工程に携わる事業者の高齢化や後継者不足による廃業も目立ち、

丹後産地の生産基盤が危機に面しています。

このような中で、丹後ちりめん 300 年の取組を経て、丹後織物工業組合

が策定した産地振興プランに基づき、重点プロジェクトの着実な実行によ

り、丹後地域をテキスタイル・クリエーション産地として発展させるため、

次の項目について要望します。

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

○織物関連事業者の新たな事業展開について

与謝野町内において、府内織物関連事業者が原料の桑から育て養蚕を

し、製糸までを一貫して行う体制構築を計画されています。令和７年４月

には桑園の一部に桑苗が移植されましたが、迅速な事業展開のため、国の

農山漁村振興交付金の採択に係る助言、京都府の農地法に係る許認可等が

遅滞なく受けられるよう継続的な助言をお願いします。

○ 令和６年度の丹後織物工業組合が把握している丹後ちりめんの取扱量等は次のと

おりとなっています。

伝統的工芸品：丹後ちりめん

分 類：白生地

生産量：132,320 反（R5：147,196 反、ピーク時（S48）：9,196,894 反）

出荷額：6,091,835 千円（R5：5,621,519 千円、ピーク時：211,880,182 千円）

○ 府内織物関連事業者が桑栽培・養蚕・製糸までを一貫する法人を設立し、織物の再

生をかけた事業を展開する計画があり、令和７年度において農山漁村振興交付金

の申請を予定しています。

担当課名等 ＜与謝野町産業観光課・農林環境課＞

重要要望 ＜京都府担当部局：商工労働観光部、農林水産部＞



府立学校の存続に関する重点要望

宮津天橋高校加悦谷学舎は、地域になくてはならない存在であり、令和６

年度に策定した「第２期与謝野町高校魅力化ビジョン」に基づき、コーディ

ネーターの配置等、学校と地域社会の協働による地域探究、キャリア教育を

推進しているところです。

また、与謝の海支援学校は、加悦谷学舎と長年に渡り深い交流を継続して

おり、２校の交流により構築されたインクルーシブな教育環境は、両校の生

徒・保護者・地域住民等の関わる人達の心を豊かにしています。

与謝野町としましては、引続き府立学校と連携した魅力あるまちづくり

を進めるため、次の項目について要望します。

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

○与謝の海支援学校の整備について

宮津天橋高校加悦谷学舎の存続を前提に、与謝の海支援学校の将来的な

建替え時においては与謝野町内への整備をお願いします。

○ 宮津天橋高校加悦谷学舎と与謝の海支援学校との交流会は 50 年以上の伝統があ

り、毎年度、学校祭でのステージ発表・展示・ダンス・合唱等で交流が行われてき

たほか、平成 28 年からはアスリートスポーツコース生徒とのスポーツ交流が実施

されています。

担当課名等 ＜与謝野町教育委員会学校教育課、社会教育課＞

重点要望 ＜京都府担当部局：教育庁＞



子育て環境日本一への対応に関する重点要望

京都府の『子育て環境日本一推進戦略』に基づき、与謝野町でも、あたた

かみのある子育て環境を整備するため、次の項目について要望します。

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

○幼保連携型認定こども園の整備について

町内で、未整備である野田川地域の幼保連携型認定こども園の整備につ

いて、主伐・再造林による町内産木材の積極的な活用を検討していること

から、木造化・木質化に向けた助言、林業・木材産業等振興施設整備交付

金の活用に向けた積極的な助言をお願いします。

○ 第３期与謝野町子ども・子育て支援事業計画に基づき、子ども・子育ての基本理念

として「子育てするならこのまちで」を掲げて取組を推進しています。

○ 子ども・子育て支援事業計画において、本町３地域に１園ずつの認定こども園を

整備することにより、教育・保育の質の向上を図ることとしています。

地域 経過

岩滝 平成 28 年３月 岩滝保育所 閉所、岩滝幼稚園 閉園

平成 28 年４月 旧岩滝保育所園舎にて「かえでこども園」運営開始

平成 29 年７月 新園舎での「かえでこども園」開設

加悦 平成 31 年３月 加悦保育園 閉園、与謝保育園 閉園

平成 31 年４月 旧加悦保育園園舎にて「かやこども園」運営開始

令和３年 12 月 かやこども園 閉園、桑飼保育園 閉園

令和３年 12 月 新園舎での「つばきこども園」開設

野田川 平成 28 年３月 岩屋保育所 閉所

平成 31 年３月 市場保育所 閉所

平成 31 年４月 旧市場保育所園舎にて「のだがわこども園」運営開始

令和２年３月 三河内幼稚園 閉園

令和７年３月 山田保育所 閉所、石川保育所閉所

令和７年４月 旧山田保育所園舎にて「のだがわ第２こども園」運営開始

令和９年度 開設をめざして整備検討中 ※未整備

重点要望 ＜京都府担当部局：農林水産部＞



○ 野田川地域の幼保連携型認定こども園については、主伐・再造林による町産を含

む木材を活用した、あたたかみのある園舎を実現するため、工法の検討や、令和８

年度に林業・木材産業等振興施設整備交付金の申請を予定しています。

○ 野田川地域認定こども園の今後の施設整備予定

年 月 内 容

令和６年９月 整備基本計画策定、土地取得費用補正予算確定、用地交渉・用地買収

令和６年 11 月 登記業務

令和７年２月 造成設計、解体設計、基本設計、道路設計

令和７年 10 月 造成工事・解体工事、実施設計

令和８年２月 道路拡張工事

令和９年１月 新築工事着手

令和 10 年３月 工事完了・野田川地域認定こども園開園

担当課名等 ＜与謝野町子育て応援課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：文化施設政策監、総合政策環境部、健康福祉部＞

京都府立医科大学附属北部医療センターの充実について

京都府立医科大学附属北部医療センターは、医療資源に乏しい京都府北

部地域の中核的な総合病院として大きな役割を担っていただくとともに、

令和６年度からは地域医療を担う医師の育成、キャリア形成、そして地域

医療の課題解決を目指す「知の拠点」として「北部キャンパス地域医学コ

ース」を開講いただく等、持続可能な医療を提供する体制の構築に努めて

いただいておりますが、地域住民の安心確保のため、さらなる施設整備や

機能充実が図られますよう、次の項目について、特段のご配慮をお願いし

ます。

○京都府立医科大学附属北部医療センターの充実について

・ 建築後、40 年以上が経過し老朽化が進んでいる北部医療センターの整

備にあたり、基本計画・基本設計・実施設計等の経費を継続的に予算

化していただき、令和６年３月に策定いただいた「基本構想書」に掲

げる北部地域の中核病院としての地域医療の確保・充実等「担うべき

機能」がより効果的に発揮できるような早期の施設整備をお願いしま

す。

・ 高度急性期及び急性期医療また京都府が目指す「子育て環境日本一」

実現のため、周産期医療・小児診療等の一層の充実をお願いします。

・ 適切な医療供給体制が実現するよう、引続き医師の確保や看護師・薬

剤師等医療技術職員の体制整備をお願いします。

・ 精神科常勤医師の退職により、丹後医療圏での精神科常勤医師が不在

となっており、京都府立医科大学との調整による早期の精神科常勤医

師の配置をお願いします。

・ 脳卒中に対応するための脳神経外科領域の急性期治療体制の充実をお

願いします。



要望事項の現状（町の取組）と課題

・ 子どもの発達障害の診療体制について、発達障害の認知度が高まり、

患者数が増える中、全国的に専門医が不足している状況があり、京都

府の令和７年度予算において、京都府立医科大学を中心に府内の発達

障害診療体制の再構築を図るため、新規事業として「子どもの心の診

療ネットワーク事業費」（18,000 万円）が計上されたところです。こう

した取組を進められる中で、丹後地域における発達障害診療の初診待

機期間の縮小、充実強化のため、北部医療センターにおいて、子ども

の発達障害診療体制の構築、療育センターの設置をお願いします。

○ 与謝野町の高齢化率の状況

39.53％（65 歳以上人口 7,551 人/総人口 19,100 人）※R7.5.31 現在

○ 地域医療人材確保事業の実施（宮津市・伊根町・与謝野町 協働事業）

・ 地域医療確保奨学金（※医師確保事業） 15 万円/月・人

・ 看護師等修学資金 100 万円/年・人

・ 医療技術職確保奨学金返還補助金 上限 3万円/月・人 ※最大 120 か月

○ 令和５年６月末の北部医療センターの精神科常勤医の退職により、精神科での診

察は舞鶴医療センターからの派遣医師によるものとなり、診察日が週５日から週

４日になるとともに、完全予約制となったため、予約以外の診察ができない状況

となっています。

○ 全国的な出生数の減少傾向と同様に与謝野町でも出生数の減少が進む一方で、こ

どもクリニックの受診は減少することがなく、発達障害等支援の必要な子どもや

家庭は減少していない状況となっています。京都府立舞鶴こども療育センターへ

の受診は、保護者の長距離移動に伴う負担が大きく、また予約が取れても初診ま

でに数か月待機という実態があります。これは、早期発見・早期治療の遅れにもつ

ながり、丹後地域における発達障害の診断・治療・療育を強化するため、北部医療

センターにおける発達障害診療体制の構築、こども療育センター機能の設置が求

められています。

担当課名等 ＜与謝野町保健課・福祉課・子育て応援課＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：健康福祉部＞

孤独・孤立対策への支援について

令和６年４月１日に「孤独・孤立対策推進法」が施行され、孤独・孤立

対策の取組を一層推進するため、次の項目について要望します。

〇丹後圏域での孤独・孤立対策地域協議会の設置について

孤独・孤立対策は、生活困窮者支援・ひきこもり支援・自殺予防対策等

と関連しており、京都府におかれましては生活困窮者自立支援法に基づき

支援いただいております。この地域協議会の設置については、構成団体が

多様で小規模自治体では単独での立ち上げは困難と想定しており、丹後圏

域での地域協議会の設置をお願いします。

○ひきこもり支援の継続と財政支援について

・ ひきこもり支援について、京都府において、圏域ごとにひきこもり状

態にある方やその家族をサポートする「チーム絆」を設置されていま

すが、地域に密着した広域的な支援となるよう継続的な設置をお願い

します。

・ 与謝野町では、ひきこもり支援として、NPO 法人等に委託して「居場

所・生活支援事業」を実施し、ひきこもり状態にある方の相談や調理

実習、畑作業等の様々な体験事業を実施しながら、対象者に合わせた

きめ細やかな支援（就労支援、就労定着支援、生活支援等）を行って

いますが、この事業に対して引続き財政的な支援をお願いします。

○ 与謝野町では、生活困窮者自立支援法に係る会議として、丹後保健所・ひきこもり

支援団体・ハローワーク等の福祉・就労関係機関等と定期的に支援会議を開催して

いますが、孤独・孤立対策地域協議会は同様の会議体になると思われるため、協議

会を複数設置するのではなく、既存の会議体を活用して、状況に応じた切れ目ない

相談支援につながるよう、広域での取組が求められています。



○ ひきこもりについては、相談につながりにくく、表面化しにくいものであり、人口

規模の小さい町村においては、特に、職員の中に知り合いがいるかもしれないとい

う不安から相談につながりにくいと考えられます。

○ 令和６年度に孤独・孤立対策、ひきこもり支援のために住民アンケート調査を実施

しており、令和７年度においては、町内の実態、課題を整理していく予定です。

○ 令和７年度から、こども家庭センター内に「子ども・子育て家庭 孤独・孤立対策

連携支援室」を設け、不登校・ひきこもり児童・生徒に対し、居場所の確保、学校

や地域への復帰等、その児童・生徒に合った「つながり」を構築しています。また、

子ども・子育て家庭の家庭・学校・地域における孤独・孤立化の未然防止のため、

医療的視点からのアプローチや訪問看護等を含め、寄り添い型・アウトリーチ型の

相談支援機関としてケース対応にあたることとしています。

担当課名等 ＜与謝野町福祉課・子育て応援課＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：健康福祉部＞

地域包括ケアの推進・維持について

地域包括ケアの推進・維持のため、次の項目について、特段のご配慮を

お願いします。

〇介護・福祉人材の確保及び福祉現場の改善支援について

・介護事業所の介護・福祉人材の確保・定着を図れるように、介護・福祉

人材以外の職員も含めた処遇改善の実施をお願いします。

・介護事業所職員の高齢化が進行しており、外国人や若手介護職など人

材確保に加え、経験を積んだ即戦力人材の定着促進をお願いします。

・現場の疲弊を回避するため、モチベーションの維持やメンタル管理を

主としたメンタルヘルスマネジメントの実施支援を引続きお願いしま

す。

・介護ロボットや ICT 技術の活用促進への支援をお願いします。

・高齢者施設等での集団感染対策等への支援について引き続きお願いし

ます。

○ 地域包括ケアの推進を図る上で、介護・福祉人材の育成・確保・定着は喫緊の課題

であり、与謝野町においても様々な対策を講じています。令和５年度の町調査で

は、職員の高齢化（60 歳代が３割弱）や若手職員への負担過重、離職の増加など

厳しい現状が明らかとなっており、町内における介護職員の不足数は 30 人弱と捉

えています。

○ より効果的・効率的な運営が福祉事業所には求められており、対策の一環として、

ICT 技術の導入を進めていく必要があります。

○ 地域内では、地域包括ケアにおける介護予防や生活支援の取組が住民の自助・互

助活動により展開されており、また与謝野町としても京都府と北部地域の市町と

ともに「京都府北部福祉人材養成システム」に参画し、地域全体で福祉人材を養成

する仕組みづくりに微力ながら尽力しています。



○ 与謝野町では、「介護福祉士就学資金貸付事業」や「外国人介護人材支援」におい

て、町内介護事業所が外国人介護人材を受け入れることに財政支援を実施してい

ます。

○ 福祉系大学の町内実習について、町内福祉事業所が連携して、法人・福祉サービス

種別を超えた受入れを実施しており、大学教員・学生から高評価を得ています。

担当課名等 ＜与謝野町福祉課＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：健康福祉部＞

定期予防接種事業の充実について

地域住民の健康保持と安心確保のため、更なる予防接種体制の充実に向

けて、次の項目について、特段のご配慮をお願いします。

○帯状疱疹ワクチンの接種対象年齢の引き下げについて

国においては、ワクチンの有効性と安全性、費用対効果などが検討され、

各種ワクチンの定期接種化の審議が継続されており、帯状疱疹ワクチンに

ついても、対象年齢を 50 歳以上とする検討も行われたと聞きます。今回

の帯状疱疹ワクチンの定期接種化に伴い、国においても幅広く広報をされ

ており、比較的若い世代からの接種を希望する声が多く聞かれるため、対

象年齢の引下げや、接種費用の助成など支援内容の充実について国への働

きかけをお願いします。

○ 国においては、令和７年４月１日から 65 歳以上の高齢者を対象とした帯状疱疹の

ワクチン接種が定期接種化されましたが、若年者の帯状疱疹の罹患者も少なくは

ない状況で、町民からは接種対象年齢の引下げを求める声が多く聞かれます。

○ 令和７年度における与謝野町の帯状疱疹ワクチン接種対象者数

（65 歳以上）

1,550 人（65・70・75・80・85・90・95・100 歳以上は全員）

（50 歳以上とした場合の接種対象者数）

2,350 人（65 歳以上対象者数に 50・55・60 歳の人口を加算）

担当課名等 ＜与謝野町保健課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：商工労働観光部、農林水産部＞

物価高騰への支援について

円安の影響で生活必需品や食品、エネルギーコスト等の上昇が続いてお

り、多くの町民が日々の生活に大きな負担を感じています。

経済の好循環を実現するためには、我が国の雇用の約７割を支える中小

企業の賃上げが不可欠ですが、原油価格・物価の高騰、さらには人件費の

増加により、中小企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にありま

す。

また、農業においても生産コストの上昇に直面しています。特に、農業

生産資材の価格高騰が原因で生産コストが高止まりしている状況にあり、

さらに地球温暖化による高温等の影響で、農作物の生育不良による品質低

下や収量減が深刻な問題になりつつあります。このような中、農業者のセ

ーフティーネットを強化し、持続可能な農業経営を支える施策が必要とな

っています。

以上のことから、以下の措置を講じていただきますよう要望します。

○公共料金の一時的な軽減措置について

電気・ガスなどの公共料金について、冬季の暖房費の負担を軽減するた

めの軽減措置を講じていただくよう国に対する働きかけをお願いします。

○地元産品の価格安定化策の強化について

京都府内で生産される工業製品について、価格の安定化を図るための支

援策を講じていただきますようお願いします。

○消費者教育の推進について

子育て世帯の教育費の負担緩和施策、節約術、効率的な家計管理の方法

に関する啓発活動の強化をお願いします。



要望事項の現状（町の取組）と課題

○農業生産資材の価格変動への影響緩和について

改正された「食料・農業・農村基本法」に規定される「農業資材の価格

変動への影響緩和」に基づき、急激な価格変動による農業者の負担を軽減

する施策の実現をお願いします。

○農林産物の適正な価格形成について

農林産物の適正な価格形成を図るための施策を強化していただき、農業

者が適正な価格で農林産物を販売できる環境整備をお願いします。

○ 令和７年４月の消費者物価指数は、前年同月比 3.6％上昇（令和２年を 100 として

111.5％）しているなど、食料品や日用品の価格が大幅に上昇しており、多くの町

民が生活費の増加に直面しています。特に、固定収入のない高齢者や低所得世帯

では、食料や医療費の負担が大きくなり、日常生活に支障をきたすケースが増え

ています。

○ 国の重点支援地方交付金を活用して、プレミアム率 20％の「プレミアム商品券」

を発行し、物価高騰等で影響を受けている町内事業者及び町民生活の支援を強化

しています。

○ 中小企業においても、原材料費やエネルギーコストの上昇が深刻な問題となって

おり、コストの増加を価格転嫁できないために利益率が低下しています。また、消

費者の購買力低下により売上が減少し、経営の存続が危ぶまれる状況にあります。

特に製造業や飲食業では、これらの影響が顕著であり、緊急の支援策が求められ

ています。

○ 円安に伴う肥料や飼料、燃料の価格が急騰しており、生産コストの増加が農家の

経営を圧迫しています。また、夏場の猛暑の影響もあり、品質の低下や生産量の安

定確保が難しくなっています。これにより、農産物の供給が不安定となり、価格の

上昇が消費者に直接的な影響を及ぼしています。

○ 物価高騰等による生産コスト上昇に対応するため、国の補助事業を活用して物価

高騰対策農業者支援事業に取り組みましたが、今後も価格転嫁が難しい状況にお

いては支援の継続が必要と考えています。



【参考】令和７年１～３月期 ほくとしんきん中小企業景況レポート

■丹後地区の業況判断 D.I.の推移

・丹後地区の今期の業況判断 D.I.は、前期比 13.7 ポイント低下の△34.2 となりまし

た。

・業種別では、製造業、卸売業、サービス業、不動産業が悪化し、中でも製造業は同

13.1 ポイント低下の△44.1 となりました。

調査時期 R6.3 R6.6 R6.9 R6.12 R7.3 前期比 来期予想

丹後地区 △33.3 △28.4 △14.9 △20.5 △34.2 △13.7 △30.0

製造業 △35.0 △30.6 △25.9 △31.0 △44.1 △13.1 △40.7

卸売業 △68.8 △37.5 △53.3 △20.0 △43.8 △23.8 △25.0

小売業 △42.2 △23.9 △7.1 △48.8 △41.9 6.9 △32.6

サービス業 △15.0 △20.0 17.5 17.5 △22.5 △40.0 △17.5

建設業 △21.4 △40.7 △25.9 △19.2 △11.1 8.1 △29.6

不動産業 △33.3 △16.7 △33.3 20.0 △40.0 △60.0 0.0

担当課名等 ＜与謝野町産業観光課、農林環境課＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：危機管理部＞

災害に強いまちづくりへの支援について

令和６年能登半島地震等により、丹後地域においても災害に備える重要

性が再認識されており、地域の安心な暮らしを支える施設や設備の整備を

進めるため、次の対策について要望します。

〇丹後地域の災害備蓄について

京都府内においては、南部地域に人口が集中していることもあり、災害

時の備蓄についても、その多くが南丹地域から南の地域に備蓄されていま

す。令和６年能登半島地震を受け、同じような地理的状況で、陸路が絶た

れ孤立する可能性が高い丹後地域における迅速な備蓄物品の供給、また南

海トラフ地震をはじめとした南部地域での大規模災害時における北部地

域から南部地域へ備蓄物品の供給に備える意味においても、丹後地域での

災害備蓄の充実をお願いします。

〇消防車両更新について

与謝野町では、消防車両１９台（消防ポンプ自動車１０台、小型動力ポ

ンプ付積載車９台）を保有し、消防施設等整備計画に基づき計画的に更新

を行っています。このような中、昨今は物価高騰に伴う車両価格の上昇の

他、部品供給不足等の影響からか車両の生産に時間がかかり、納期が長く

なる等、見通しが立たないケースも出てきており、単年度での事業実施が

難しくなってきています。車両購入には、京都府の「地域防災力総合支援

事業補助金」を活用しているところであり、事業実施年度の柔軟な対応の

ほか、補助基準額の見直しをお願いします。

○ 北丹後地震から 97 年が経過し、活断層による地震についても警戒しておく必要が

あるところ、令和６年能登半島地震が発生し、半島での災害は当地域と重ねて考

えることとなり、「地震に備える」意識が住民の中で高くなっています。



○ 北部地域は冬季に積雪があるため、除雪がされてない積雪時にも迅速な消化活動

ができるよう消防車両は全て四輪駆動車を導入しています。しかしながら、四輪

駆動車は、前輪駆動車に比べ納期がかかるため、単年度での車両導入が不透明な

状況になっています。（年度末納期で入札を実施した場合、応札いただけない可能

性があります）

○ 「地域防災力総合支援事業補助金」については、補助基準額（1,100 万円）の２分

の１を上限に補助金を交付いただけますが、昨年度の多機能型小型動力ポンプ付

き積載車の購入実績では 1,400 万円を超えており、昨今の物価高騰の影響もあり

車両価格が上昇している状況です。

担当課名等 ＜与謝野町総務課（防災危機管理対策室）＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：危機管理部、総合政策環境部＞

原子力防災対策に係る支援について

平成 23 年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）、令和６年能登半島地

震により、町内において原子力災害への関心が高まっており、原子力災害

時における住民の安心のため、次の対策について要望します。

○住民避難時利用施設の改良に係る支援について

原子力災害に係る広域避難要領で、町内の施設が住民避難時に使用する

「避難退域時検査場所候補地」となっており、令和６年度から令和８年度

までの改良事業を予定しているため、確実な事業実施に向けた財源の確保

をお願いします。

○モニタリングポストの町内設置について

上記のとおり、町内の施設が「避難退域時検査場所候補地」となってい

ますが、空間放射線量率の変化を見ることができるモニタリングポストが

設置されていないため、住民の不安を解消できるよう、町内への設置をお

願いします。

○ 与謝野町は UPZ 外ではありますが、高浜原発から 30.5 ㎞に位置しています。

○ 町内に空間放射線量率の変化を見るためのモニタリングポストは、１基も設置さ

れていません。

○ 与謝野町立大江山運動公園は、京都府の原子力災害に係る広域避難要領で「避難

退域時検査場所候補地」となっており、令和６年度から京都府原子力発電施設等

立地地域基盤整備支援事業費補助金を財源として改良工事を実施しています。

担当課名等 ＜与謝野町総務課（防災危機管理対策室）＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

子育て環境の充実について

京都府の『子育て環境日本一推進戦略』に基づき、与謝野町でも、子ど

も・子育て世代・若者にとって、また、社会の構成員である地域・企業・

学校などにとっての「子育て環境日本一」実現のため、次の項目について

要望します。

○人材登録制度の創設等について

・ こども家庭センターにおける相談事業等充実のため、保健師・助産師・

看護師・栄養士等有資格人材不足に対応できる広域的（府内全域・北

部市町）な人材バンク（人材登録）制度の創設をお願いします。

・ 放課後等デイサービスセンターなどの障害児通所施設における、児童

発達支援管理責任者・児童指導員・保育士について、各事業所・法人

での人材確保に限界があることから、人材バンク（人材登録）制度の

創設、各種研修の充実等サービスの質向上のための指導・助言をお願

いします。

○子育て支援医療制度の対象拡大について

子育て支援医療制度について、府内市町間の支援の平準化のため、高校

生年齢まで制度対象の拡大をお願いします。

○ 第３期与謝野町子ども・子育て支援事業計画に基づき、子ども・子育ての基本理念

として「子育てするならこのまちで」を掲げて取組を推進しています。

○ こども家庭センター（母子保健事業）において、国の出産・子育て交付金事業を活

用した与謝野町出産準備応援金支給事業をはじめ、妊産婦への伴走型相談支援と

経済的支援を一体的に取り組んでいます。

一般要望 ＜京都府担当部局：健康福祉部＞



○ 保健師・助産師・栄養士・歯科衛生士（有資格の会計年度任用職員含む）による妊

娠期からのライフステージに応じた各種相談・健診等を実施しています。

○ 子ども・子育て世代（保護者）・若者・地域・学校・子育て支援関係機関からの相

談に応じ、児童・家庭相談事業「クローバールーム」の相談員による相談を実施

し、必要に応じて発達検査を実施し、関係機関に繋いでいます。

○ 子育てしやすい地域づくり、こどもが安心して暮らせる地域づくりのため、関係

機関との連携により、家庭自立支援（学習・生活支援）、ひとり親家庭支援、ファ

ミリー・サポート・センター、キッズステーションなどの各種事業を実施していま

す。

○ 子どものライフステージに応じた切れ目ないきめ細かな支援に努めていますが、

児童虐待等要保護児童・要支援児童・特定妊婦や、その家族の生活に不安を感じる

家庭との対話・相談・対策を講じるための人員確保のほか、こども家庭センターと

要保護児童対策地域協議会をはじめとした関係機関との更なる連携が求められて

います。

○ 近隣市町を含む複数の障害児通所施設において、質の高いサービスが提供されて

いますが、発達障害等の早期対応のため、人材確保を含み、町・丹後地域全体にお

ける発達障害の診断・治療・療育の更なる強化が求められています。

○ 子育て支援医療制度について、京都府の支援拡充に伴い、中学生までとしていた

医療費助成を令和６年度から与謝野町単独事業で高校生まで拡充しています。し

かし、近隣市町の足並みが揃わない、度々の制度改正により、子育て世帯・医療機

関において制度がわかりにくいといった混乱が生じているため、府内市町村の制

度の平準化が求められています。

担当課名等 ＜与謝野町子育て応援課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：教育庁＞

学校給食センターの整備・運営等に係る支援について

安全で安心して食べられるおいしい給食を提供するため、次の項目につ

いて要望します。

○給食センターの整備について

給食センターの整備を予定していますが、共同調理場の改修等に関わる

国の「学校施設環境改善交付金」について、実工事費に対して国の補助基

準額が低く、補助対象面積も小さい状況にありますので、国庫補助要件の

拡充等の財政支援について国に対して働きかけをお願いします。

○運営等に係る支援について

給食食材の物価高騰により給食費が値上がりしている状況にあるため、

「京都府子どもの給食臨時支援事業」の継続と所要額を確保できるよう予

算の確保をお願いします。

給食センター外観イメージパース



要望事項の現状（町の取組）と課題

○ 令和４年 11 月に与謝野町学校給食センター整備基本計画を策定しました。

○ 施設の状況

・ 学校給食衛生管理基準に合致しない環境で給食を提供している等、基準の遵守

には、施設が古いために十分とは言えない状況にあります。

・ 学校給食センター及び岩滝小学校自校給食の２施設について、両施設ともウエ

ット仕様の床面であり、ドライ運用で調理を行っています。

・ 学校給食センターの施設整備を行い、岩滝小学校自校給食を廃止します。

〇施設整備の現状と今後の予定

【令和７年度】 ４月上旬 給食センター新築工事着手

【令和８年度】 ６月下旬 給食センター新築工事完了

８月下旬 新給食センターによる給食の提供

【令和９年度】 ７月 既存給食センター解体工事着手

令和 10 年３月 既存給食センター解体工事完了

担当課名等 ＜与謝野町教育委員会学校教育課＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：教育庁＞

宮津天橋高校加悦谷学舎の存続について

宮津天橋高校加悦谷学舎は、地域になくてはならない存在であり、令和

６年度に策定した「第２期与謝野町高校魅力化ビジョン」に基づき、コー

ディネーターの配置等、学社協働による地域探究、キャリア教育を推進し

ているところです。

与謝野町としましては、加悦谷学舎を府内で唯一無二の存在へと押し上

げることを全力で支援しますので、次の項目について、積極的な支援を要

望します。

○地域探究・キャリア教育のさらなる推進について

・ 「生徒の未来」と「学校・地域の未来」の両方を大切にできる、広い

視野とトータルバランスの高い教員の育成・配置をお願いします。

・ 与謝野町単独事業のコーディネーターの配置について、京都府におい

ても、配置の効果を検証・評価いただくとともに、市町村事業への支

援制度の創設をお願いします。

○ 高校を核とした地域活性化をねらいとして、京都府立でありながら与謝野町単独

事業で地域と高校をつなぐコーディネーターを宮津天橋高校加悦谷学舎に常駐配

置し、高校生に「人と地域の絆を大切にする学び」を提供するという京都府内で初

めての取組を令和元年度から強力に推進しています。

・ その結果、生徒の地域愛着度は年々上昇しており、卒業生が大学進学後、志を

果たしにＵターンするという事例もあります。

・ 生徒の地域愛着度（アンケートによる肯定的評価の割合）の推移

・ 高校生が地域の文化歴史・産業・観光等から多くを学び、その中から「新たな

価値を創造する」ことで地域に刺激と活力を与えており、高校生と地域住民の

相乗効果につながっています。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

68％ 69％ 72％ 76％ 82％



宮津天橋高校加悦谷学舎生徒が企画した地域住民向けイベント

■令和７年１月 小高英語交流事業 ■令和７年２月 中高探究交流事業

■令和７年６月 子育て世帯応援イベント「集まれ子ども広場」

○ 中丹地域の私立高校への進学者の割合が増加しています。

中丹地域私立高校への進学率の推移

○ コーディネーター配置は与謝野町単独事業であり、財政負担の関係から事業継続

が課題となっています。

○ 生徒一人ひとりが自らで課題を設定し、研究・発表を行う「探究ゼミ」を実施して

いる香里ヌヴェール学院高校が、与謝野町をフィールドにした「高校生地域創生

プロジェクト」に取り組んでいるため、連携により宮津天橋高校加悦谷学舎生徒

の地域探究等の一層の発展・充実を目指しています。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

7％ 11％ 13％ 12％ 13％

担当課名等 与謝野町教育委員会社会教育課



要望事項

要望事項の内容

一般要望
＜京都府担当部局：総合政策環境部・商工労働観光部・建設交通部・

教育庁＞

「住んでよし」「訪れてよし」のまちづくりについて

住民には「住んでよし」、町外の方には「訪れてよし」のまちづくりを

実現するため、次の項目について要望します。

○「住んでよし」のまちづくりへの支援

・ 地域産業の担い手となる若者の人材確保及び定住を応援するため、京

都府が実施する就労・奨学金返済一体型支援事業の補助率の拡大をお

願いします。

・ 空き家改修補助金等の支援制度は、移住・定住の大きな推進力となっ

ているため、引続き支援制度の維持と予算総額の確保をお願いします。

・ 関係人口をはじめとする地方への人の流れの創出・拡大のため「ふる

さと住民登録制度」の創設を検討していますので助言をお願いします。

○「訪れてよし」のまちづくりへの支援

（与謝野ファンづくり）

・ 与謝野町では、滞在・体験型のコンテンツに着目し、新規コンテンツ

の造成等に取り組んでいるところですが、商品化する際の助言や、商

品化されたコンテンツの広域的な発信の取組の支援をお願いします。

・ 海の京都 DMO が継続的に活動できるよう、人的・財政的支援をお願い

します。

・ ちりめん街道について、インバウンドを含む観光客の受入環境整備に

対する財政支援をお願いします。

・ 加悦重要伝統的建造物群保存地区内の民家等への修理・修景事業への

財政支援の強化をお願いします。

（丹後地域の歴史文化資源の観光的活用）

・ 新たに「海の京都関連文化財群」としてパッケージ化する等、市町単

独では構築できない広域連携コンテンツの創出を通じた北部地域の魅

力発信の事業化をお願いします。



○つながりをつくる関係交流人口の拡大への支援

・ 与謝野町では、「大阪・関西万博に向けたオール京都での取組」に共鳴

し、大阪・関西万博よさのフラッグシップアクション等を進めていま

す。「大阪・関西万博」終了後も、そのレガシーを活かし、町内の魅力

発信や地域振興の継続的発展を図りたいと考えているため、体験コン

テンツ造成に係る助言や情報発信をお願いします。

・ 令和６年度に策定した「与謝野駅周辺まちづくり計画」に基づき、地

域・事業者・行政の協働により、100 年後も鉄道とともにあるまちを目

指し、与謝野駅周辺地域の活性化を図るため、地域による賑わいの創

出や駅周辺エリア等の整備に対する継続的な助言・財政支援をお願い

します。

・ 与謝野町の主要な観光拠点をつないでいる加悦岩滝自転車道線を積極

的に活用したいので、除草など一層適切な維持管理をお願いします。

駅周辺エリア等整備に係るイメージパース①（広場側より駅舎を見る）

駅周辺エリア等整備に係るイメージパース②（待合エリアよりインフォメーションエリアを見る）



要望事項の現状（町の取組）と課題

○ 与謝野町は、「地方自治体『持続可能性』分析レポート」における若年女性人口の

減少率が 61.2％と府北部で最も高い減少率となりました。他の自治体と同様に少

子化基調であることに加え、府北部で唯一外国人数が増えていないため、減少率

が高いと分析しています。

○ 与謝野町では、高等教育機関への進学等で８割程度の方が転出し、その後３割程

度の方はＵターンされますが、５割程度はＵターンされないという実態がありま

す。

○ 移住定住施策として、従来からの取組を進めるとともに、令和６年度から、多様な

ニーズを持たれている移住検討者に寄り添い、移住から定住までの各段階で必要

な伴走支援を行えるよう、移住・定住サポート総合窓口を設置し、相談対応してい

ます。

○ 加悦重要伝統的建造物群保存地区（ちりめん街道）などの観光資源を活用した誘

客のさらなる推進のためには、インバウンド対応や地域の理解促進、広域的な情

報発信などに取り組む必要があります。

○ 与謝野町では、令和８年３月１日で合併 20 年を迎える令和７年度を合併 20 周年

記念期間とし、これまでを振り返り、これからを展望する様々な取組（与謝野町合

併 20 周年記念フラッグシップアクション）を展開しており、この取組の中で大

阪・関西万博よさのフラッグシップアクションとして４事業を展開しています。

○ 与謝野駅利用者数

○ 加悦岩滝自転車道線は、サイクルツーリズムの浸透により年々利用者が多くなっ

ています。舗装や防犯灯の整備をいただき大変喜んでいますが、草が繁茂し通行

の支障となる時期がありますので、適切な維持管理が必要な状況となっています。

【令和２年度と平成２７年度の若年女性人口の増減状況と外国人人口の増減状況】

市町村名 福知山市 舞鶴市 綾部市 宮津市 京丹後市 伊根町 与謝野町

若年女性人口 △ 333 △ 805 △ 217 △ 229 △ 571 △ 17 △ 260

外国人人口 250 47 173 21 75 3 △ 4

与謝野駅 令和５年度実績 令和６年度実績

利用者数 10,115 人 10,706 人

担当課名等 ＜与謝野町企画財政課、産業観光課、建設課、与謝野町教育委員会

社会教育課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：商工労働観光部＞

挑戦が生まれる風土づくりについて

基幹産業である織物業をはじめ商工業やサービス業など、事業者の高齢

化等による廃業により、小規模な空き工場（こうば）や空き店舗、空き事

務所が増えている中、町外の企業や事業者の誘致による空き物件の利活用

と、不本意廃業の減少に加え、小学校や保育所の統廃合による空き校舎等

を有効に活用できるよう、次の項目について要望します。

○企業立地・起業支援

・ 従業員規模が小さな企業立地や都市部企業の一部機能移転を丹後地域

に積極的に進めるための企業立地の斡旋をはじめ、企業立地動向に係

る日々の情報共有や助言、町内の起業者等に対する積極的な支援をお

願いします。

・ 小学校等の統廃合によって生じた空き校舎などを活用し、市町村が企

業誘致する場合、必要な施設等の改修費用を支援する制度の創設をお

願いします。

○創業支援について

ＩＣＴ・ＡＩなどのデジタル技術を活用した新技術や新サービスの開

発、操業、中小企業が行う経営革新、販路開拓などの取組に対する財政支

援をお願いします。

○事業承継に向けた支援

中小企業経営者の高齢化や後継者不足による黒字廃業などの不本意廃

業を減少させるため、京都経済センター・北京都ジョブパークの機能充実

や情報共有、特に小規模事業者に対する事業承継に係るきめ細かな支援を

お願いします。



○国の伝統的工芸品産業支援補助金について

丹後産地が、西陣織や京友禅の産地と連携して行う取組が国の伝統的工

芸品産業支援補助金に採択されるよう、引続き国に対して働きかけをお願

いします。

○丹後産地の生産基盤整備について

ž 丹後織物工業組合の既存の生産基盤の更新等、発展的改善に向けた取

組や、令和６年度にオープンした「TANGO OPEN CENTER」の機能拡充、

運営に係る財政支援をお願いします。

ž 丹後産地の生産体制の維持、高度化のための織物業並びに関連する製

造業の生産基盤強化に対する支援をお願いします。

○後継者確保育成対策について

令和３年４月に西陣織・京友禅・丹後織物の３つの産地によって構成、

設置されたシルクテキスタイル・グローバル推進コンソーシアム事業の

「後継者確保育成対策に関する検討」の中で、京都府織物・機械金属振興

センターをはじめ、京丹後市・与謝野町が連携を密にし、それぞれが所有

する織物関連施設（与謝野町の場合は織物技能訓練センター）の在り方を

再考し、事業承継等を含む産地全体での担い手の確保・育成に向けた取組

の検討・実施を引続きお願いします。

○機料品調達連絡協議会の取組強化について

機料品調達連絡協議会の事務局である京都府織物・機械金属振興センタ

ーを中心に取り組まれている、機料品店間での融通調達体制の構築、仕入

れの一元化、主要機料品の在庫情報の共有化等について、本格的な運用に

向けて、織物事業者及び関連事業者への周知などの取組を強化いただき、

丹後・西陣産地間の連携、さらには他産地の機料品関係者や産地組合との

継続的な情報交換を引続きお願いします。



要望事項の現状（町の取組）と課題

○ 企業立地による地域経済の活性化及び町民の雇用促進のため、令和７年に一部改

正を行った「与謝野町企業立地促進条例」に基づき、固定資産税相当額の助成や新

規常用雇用者に係る雇用促進奨励金等の交付を行っています。

○ 令和３年度に実施した「与謝野町地域経済分析」の結果により示された政策課題

及び政策提言に対する具体的施策として、町内の中小・小規模企業が取り組む新

たな商取引などの販路拡大や新たな事業展開に対して、地域力創造アドバイザー

１名を招聘して、専門的な知見に基づく助言を行うための相談・支援体制を強化

しています。

○ 令和４年度に策定した「与謝野町企業誘致戦略」に基づき、令和６年度からは地域

力創造アドバイザーを１名招聘して、町内の空き工場や空き店舗を活用した企業

誘致を推進するため、地域資源を活用した企業誘致推進事業（クラウドファンデ

ィング型ふるさと納税を活用したふるさと起業家支援事業）に取り組んでいます。

○ 令和６年度から与謝野町単独で企業人財確保支援事業として、「企業」と「学生」

を繋げる取組を実施し、令和７年度も継続事業として実施しています。

【令和６年度実績】

マッチング交流イベント開催回数：１回

参加企業数：14 社

参加生徒数：24 名

【令和７年度予定】

マッチング交流イベント開催回数（予定）：１回

参加参加企業数：10～20 社

参加生徒数（見込）：20 名

○ 令和６年度の丹後織物工業組合が把握している丹後ちりめんの取扱量等は次のと

おりとなっています。

伝統的工芸品：丹後ちりめん

分 類：白生地

生産量：132,320 反（Ｒ5：147,196 反、ピーク時（Ｓ48）：9,196,894 反）

出荷額：6,091,835 千円（Ｒ5：5,621,519 千円、ピーク時：211,880,182 千円）



○ 平成 27 年度から京都府、京丹後市と協調し、織物業生産基盤支援事業補助金によ

り織物事業者を支援しています。令和６年度の補助実績については、次のとおり

となっています。

織物業生産基盤支援事業補助金 34 件 8,579 千円

織物業生産設備広幅化支援事業補助金 令和６年度から生産基盤へ包含

織物業内製化支援事業補助金 0件 0千円

計 34 件 8,579 千円

（R5：42 件 14,352 千円）

○ 織物産地では、高齢化等による織り手や関連工程の人材不足、機料品不足が深刻

化しています。織物事業者の廃業は、親機よりも高齢化が進んでいる賃機（出機）

が顕著であり、商工会の機業部会員数も令和元年度に 332 事業者であったものが、

令和６年度には 240 事業者と約３割減少しています。関連工程の人材に関しては、

商工会の織機調整等支援事業のエキスパート登録事業者数を見ると、令和元年度

に 46 事業者であったものが、令和６年度には 40 事業者と１割強減少しています。

○ 織り手の人材育成を目的とした「織物技能訓練センター」を運営しており、人材不

足の解消や、創業等に大きく貢献してきました。同センターを活用して町が行っ

ている織物職人人材確保事業の受講者数については、次のとおりとなっています。

令和元年度： 6人

令和２年度：18 人

令和３年度：15 人

令和４年度：11 人

令和５年度：17 人

令和６年度：11 人

６年間計 ：78 人

○ 織物技能訓練センターの機能を強化するため、令和７年度から技術指導者を直接

雇用し、まちの財産である織物技術を後世に継承するための記録、マニュアル作

成を行っています。

担当課名等 ＜与謝野町産業観光課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：農林水産部＞

農業農村振興・農地保全・環境保全等の総合対策に対する支援に

ついて

与謝野町では、先人たちの弛まぬ努力によって守り育てられてきた美し

く豊かな環境を後世に残すため、農林業振興や農地保全、森林の保全整備、

環境衛生・美化など、環境保全に関連する取組の包括的施策として環境共

生コミュニティ総合対策に取り組んでいるところです。

その総合対策における農林業については、環境にやさしい農業、農地保

全、農山村振興、地域産木材の積極的利活用による森林整備等を推進する

ため、次の項目について要望します。

○環境にやさしい農業の推進について

「みどりの食料システム戦略」に基づき環境保全型農業の拡大を図るた

め、核となる与謝野町独自の自然循環農業の推進について、基幹資材であ

る有機質肥料「京の豆っこ」の品質向上や生産拡大に向けた生産体制強化

に対し、技術・制度面での指導・助言をお願いします。

○安心・安全で付加価値の高い農作物の生産、流通・販売促進について

病害虫と高温により作物生産が困難となる中にあっても、消費者が安心

して購入できる安全で高品質な農産物の安定生産を促進し、販売力の強化

を支援するための施策や助言をお願いします。

○農地の持つ多面的機能の維持について

地域で実施する農地維持活動について、持続・効果的に資源向上活動が

実施できるよう、多面的機能支払交付金の十分な予算確保に加え、実施組

織の広域化推進の取組と、事務負担軽減に対する配慮について国への働き

かけをお願いします。

○農山村地域の持続可能な発展について

多面的な価値を有する農山村地域の持続可能な発展は、農村コミュニテ

ィの維持による良好な環境保全が不可欠です。この取組に必要な中山間地

域等直接支払交付金事業の十分な予算確保をお願いするとともに、具体的

な取組への提言や制度等の活用に対する助言をお願いします。



○有害鳥獣対策について

有害鳥獣による農作物等への被害は経済的な損失だけでなく、農業者の

営農意欲減退による担い手の減少と荒廃農地の増加を招き、農村地域の衰

退につながる深刻な課題であり、これを防ぐため、捕獲の担い手確保につ

ながる広報や機器購入等への支援に加え、既設獣害防止フェンスの維持修

繕や更新など、捕獲・防除対策を総合的に取り組むために必要なハード・

ソフト両面からの支援をお願いします。

○農業生産基盤の維持・整備について

与謝野町が実施する農業用施設の改修や維持修繕等の長寿命化対策に

ついては、受益者数の減少等による地元負担の増大が取組の妨げになって

いるため、負担軽減のための補助率の見直しなど、さらなる財政的支援を

お願いします。

○公共施設等の木材利用と森林整備の推進への支援

森林環境譲与税や豊かな森を育てる府民税市町村交付金を活用した森

林整備、町内産木材を活用した公共施設等の整備に向けた具体的な指導・

助言をお願いします。



要望事項の現状（町の取組）と課題

担当課名等 ＜与謝野町農林環境課＞

○ 町直営で肥料製造施設を運営していますが、原材料調達、保管等に課題がありま

す。

※令和２年度以降は、諸課題により肥料生産量が上がらず供給を制限することもあり、農家

からの需要は高いものの、主要農産物である「京の豆っこ米」栽培面積拡大が頭打ちとな

っています。（目標とする栽培面積：200ha）

○ 高温や病害虫被害、農業資材の高騰によって、与謝野町の農業を支える水稲の栽

培が厳しい状況におかれている中、安定した農業経営を支える取組が必要となっ

ています。

○ 高齢化等により活動組織の維持が難しくなってきている中、多面的機能支払交付

金の減額と事務負担が追い打ちとなっています。

○ 担い手の高齢化が進み、活動に支障がでてきていることに加え、これまでに整備

された獣害防止フェンスの維持管理が課題となっています。

○ 高齢化や人口減少などにより、農事組合等を構成する人数や受益者数が減ってい

るため、交付金の受取り額が減少し、一人当たりの受益者分担額が増大していま

す。

○ 野田川地域認定こども園の整備に、町内産木材を利用した工法や、林業・木材産業

等振興施設整備交付金の申請を予定しています。

年度
肥料生産量

（㌧）

京の豆っこ米栽培面積

（ha）

生産者数

（人）
備考

R1 280.9 139 101 栽培面積ピーク

R2 266.1 124 95

R3 266.9 120 85

R4 255.1 117 81

R5 264.5 125 85

R6 271.4 129 80



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：総合政策環境部＞

太陽光発電設備と自然環境との調和への支援について

町内でも府外資本による太陽光発電設備が増える中、安全面、防災面、

景観・環境への影響、将来の発電設備廃棄等に関する地域の懸念は解消さ

れていないため、次のとおり要望します。

○京都府条例の制定について

自然環境等と調和した再生可能エネルギーの導入を図るためには、太陽

光発電設備等の不適切な設置を規制する条例の制定を講じていただきま

すようお願いします。

○ 再エネ特措法改正（令和６年４月１日）前の駆け込み設置と思われる事案が、与謝

野町で把握できているだけでも、令和５年中に３件ありました。幸いにも住民と

事業者間で大きなトラブルには至っていませんが、その他にも新たな太陽光発電

施設整備の情報が把握できない状況であり、一定規模の発電施設に対して京都府

内で統一した条例の必要性を感じています。

○ 京都府作成の「太陽光発電事業ガイドライン集」及び「太陽光発電事業の実施に係

る関係法令等の手引き」のほか、改正再エネ特措法では、再生可能エネルギー発電

事業者が地域住民に適切な情報を提供し住民の懸念に対応することを求めていま

すが、改正後間もないため具体的な新規事例がなく、地域の不安は解消されてい

ないのが現状です。

○ 太陽光発電設備の使用終了後における廃棄処理についても不安視しており、既に

設置済みの事業者に対しても廃棄処理計画の明確化を求めることが出来ないかと

考えています。

担当課名等 ＜与謝野町農林環境課＞



要望事項

要望事項の内容

要望事項の現状（町の取組）と課題

一般要望 ＜京都府担当部局：総務部、総合政策環境部＞

自治体ＤＸへの支援について

令和７年度末までに国の標準化基準に適合した標準準拠システムに移

行が行えるよう、次の項目について要望します。

○ランニングコストの削減

府内８市町が参画する自治体クラウドを利用する与謝野町は、利用が推

奨されているガバメントクラウドに移行することで利用料（ランニングコ

スト）の大幅な増加が見込まれるため、可能な限り利用料が低額となるよ

う国に対して働きかけをお願いします。

○ 本町における自治体情報システムの標準化は、主に基幹業務システム「NewTRY-X/

Ⅱ」の提供元である京都府自治体情報化推進協議会とその共同利用市町である府

内８市町と連携し、鋭意取組を進めているところです。

○ ガバメントクラウド先行事業においては、現行システムの導入コスト・運用コス

トと比較して、実に年間 67,655 千円のコスト増となる見込みであることが判明し

ており、与謝野町にとって大きな財政負担となっています。

担当課名等 ＜与謝野町総務課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：総務部、総合政策環境部＞

町政運営に係る財源の確保について

社会情勢の変化に伴い、人口減少・少子高齢化が進み、極めて厳しい財

政状況の中、地域の実情に応じたまちづくりに取り組めるよう、次の項目

について要望します。

○地方一般財源の総額確保について

社会情勢の変化があっても、市町村の財政を圧迫することなく持続可能

な行政運営が進めていけるよう、地方一般財源の確保策として普通交付税

総額の増額をお願いします。

また、いわゆる年収の壁の引き上げについては、地方の財政運営に支障

が生じないように、普通交付税等での財源措置をお願いします。

○きょうと地域連携交付金について

地域の特性を活かしたまちづくりをするにあたり重要な財源であるた

め、予算の増額、交付金の交付対象となる事業の要件緩和、経常的経費の

一部も申請できるよう制度の見直しをお願いします。

○過疎対策事業債について

令和７年度までに合併特例債の発行期限を迎える団体が多い中、過疎地

域に指定されている合併団体において過疎対策事業債の要望が増加する

ことが予想されるため、過疎対策事業債を協議額で借入できるよう財政融

資資金の国の予算額を確保いただくよう国に対して働きかけをお願いし

ます。

また、小規模自治体の持続的発展を図るためには、過疎対策事業債のソ

フト事業分が重要な財源となっていますので、過疎対策事業債のソフト事

業分の発行限度額の引上げについて国に対して働きかけをお願いします。



要望事項の現状（町の取組）と課題

○企業版ふるさと納税について

歳入確保の一環として、時限措置である企業版ふるさと納税制度の恒久

化について国に対して働きかけをお願いします。

○ 普通交付税における合併特例措置期間が令和２年度に終了し、令和３年度から１

本算定に完全移行しました。

○ 令和５年度決算で、四つの健全化判断比率（財政指標）の一つである実質公債費比

率が 17.6％となり、全国ワースト２となりました。

○ 普通交付税については、施設の光熱水費等の増加等の市町村における経常経費の

増加に配慮した算定を講じていただいていますが、今後も国の施策の推進や社会

情勢の変化により市町村の経常経費の増加が予想されます（与謝野町単独事業の

見直しによる住民サービスの低下を避けたい考えです）。

○ 与謝野町財政計画の期間中（令和４年度〜令和 10 年度）に、学校給食センターの

施設整備、野田川地域における認定こども園の施設整備の２つの大規模施設整備

を予定しています。

○ 第３次与謝野町行政改革大綱に基づく財政健全化の取り組みを進めることで持続

可能な財政運営に努めています。

○ 令和２年度の税制改正により、税額控除割合の引上げや手続きの簡素化等、大幅

な見直しが行われた結果、与謝野町においても令和３年度から令和７年６月末ま

でに総額 1,470 万円の寄附を受け付けるなど活用が広がっており、地方創生の取

組の一助として恒久化が必要と考えます。

担当課名等 ＜与謝野町企画財政課＞



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：総務部＞

公共施設の最適化と町有財産除却処分等への支援について

与謝野町の公共施設は、合併前の旧町の施設をそのまま新町に引き継い

でおり、総量抑制は急務となっていますので、以下の項目について要望し

ます。

○公共施設の最適化について

集約・統合する場合に有利な財源として活用できる公共施設等適正管理

推進事業債の活用期間の延長について国に対して働きかけをお願いしま

す。

○町有財産除却処分について

施設の解体は施設の廃止実行後の大きな課題となっており、後年度負担

となる借金で何も残らない公共施設の解体のみ行うことは住民理解を得

られないため、公共施設の解体のみの地方債発行に対する地方交付税措置

や施設の解体に特化した補助金の制度創設について国に対して働きかけ

をお願いします。

○施設整備・運営の民間活力導入について

公営の観光・集客施設（阿蘇シーサイドパーク・クアハウス岩滝・リフ

レかやの里等）及び庁舎・社会教育施設等への民間活力の導入や複合施設

化を加速させるため、継続的な助言をお願いします。



要望事項の現状（町の取組）と課題

担当課名等 ＜与謝野町企画財政課、総務課＞

○ 平成 27 年度に作成した「与謝野町公共施設白書」では、与謝野町が保有する公共

施設数は 197 施設、総延床面積は 134,932.6 ㎡となっています。

○ 平成 28 年度、公共施設の現状と今後の人口・財政の推移を踏まえた公共施設の財

政面での削減目標、今後の方針を示した「与謝野町公共施設等総合管理計画」を策

定（令和３年度改訂）しました。計画に基づき、老朽化等に対応するため、一部の

施設の統合・廃止を行っていますが、多くの施設はそのまま使用し続けており、今

後 30 年間で 82.7％の公共施設が耐用年数を迎え、これらの施設をすべて維持す

ると約 157 億円の財源不足が生じる見込みとなっています。

○ 令和４年度、公共施設等の総合的かつ計画的な管理と最適化を図るため、有識者・

地域団体等の複数の機関で組織する公共施設等マネジメント推進委員会を設置し

ました。

○ 令和６年度、指定管理者選定委員会を、より公平・公正・適正に指定管理者の募

集・選定・評価を行うことができる組織とするため、内部委員中心の構成から外部

委員中心の構成に改善しています。また、内部的に解決し指定の際に反映させる

ため、内部検討組織である指定管理者制度検討部会を設置しています。

○ 令和７年度施政方針における「新たな庁舎をまちの中心地に建設する」「まちの地

理的中心地である野田川地域での整備を軸に議論を進めるべき」「令和７年度を総

合庁舎建設に向けた議論を開始する年に位置づけます」という方針を受け、第３

次総合計画づくりの中で、総合庁舎建設に向けた議論を進めることとしています。

○ 施設の解体・集約化に係る費用については、公共施設等適正管理推進事業債を主

な財源として想定していますが、この地方債の活用期間が令和８年度で終了する

ため、令和９年度以降、廃止を決定した施設を順次解体していくための財源の確

保が困難となる見込みとなっています。



要望事項

要望事項の内容

一般要望 ＜京都府担当部局：建設交通部＞

高速道路網、道路ネットワーク(国道・府道)の整備促進について

甚大化・頻発化する自然災害時のネットワーク確保に加え、産業・仕事・

観光・交流・移住定住など地域活性化を支える基盤整備として、次の事項

について要望します。

○京都縦貫自動車道の全線４車線化について

京都縦貫自動車道は、京都府を縦断する道路として京都府の南北を連絡

強化し、災害に強いネットワークの構築や交通混雑の解消、救急医療の時

間短縮に寄与するほか、丹後地域の観光施設へのアクセス性向上による地

域の活性化を目的とした高規格道路です。

平成 27 年７月には全線供用開始され、人流・物流と観光消費の増加な

ど、大きなストック効果が発現する一方、大型連休や観光シーズンには上

下線ともに渋滞が発生等していますので、全線４車線化の早期着工をお願

いします。

○山陰近畿自動車道の整備促進について

山陰近畿自動車道は日本海国土軸を形成する道路ですが、高規格道路網

のミッシングリンクであります。平成 28 年 10 月には京丹後大宮 IC まで

供用開始されましたが、災害に強い道路ネットワークを構築するために早

期の全線開通をお願いします。

○主要地方道の整備について

主要地方道は国道を補完し広域な地域を繋ぐ重要な幹線道路であり、早

期整備をお願いします。

路 線 名 区 間 延 長 備 考

主要地方道 宮津養父線 岩 屋 峠 約 0.9 ㎞ ２工区の早期完成

主要地方道 網野岩滝線 男山工区 約 1.1 ㎞ 早期の事業化

主要地方道 網野岩滝線 浜町工区 約 0.8 ㎞ 早期の事業化



要望事項の現状（町の取組）と課題

○ 山陰近畿自動車道の推進につきましては、丹後地域高規格道路推進協議会を組織

し要望活動を行っています。協議会では、通行料金無料区間の有料化を容認し、早

期の事業化・全線開通を求めており、令和７年度から宮津天橋立 IC から京丹後大

宮 IC 間が有料化されたことより目に見える事業進捗が求められています。

○ 主要地方道宮津養父線は、兵庫県と京都府を結ぶ幹線道路で、府県間の交流・連携

と沿線地域の生活や経済活動を担う重要な路線です。令和４年１１月には第１工

区（L=420ｍ）が完成し、残る第２工区（L=840ｍ）の早期完成が求められています。

○ 主要地方道網野岩滝線（男山工区）は、与謝野町と京丹後市を結ぶ路線で、沿線に

は京都府立医科大学附属北部医療センターや京丹後市立弥栄病院などの医療機関

が立地している「命の道」としての機能を有する重要な路線です。しかしながら、

幅員狭小で線形が悪いことから、安心・安全に通行できるよう早期の事業化が強

く望まれています。

○ 主要地方道網野岩滝線（浜町地区）は、阿蘇シーサイドパークから野田川を渡り宮

津市へ繋がる国道 178 号のバイパス路線となる都市計画道路で、国道 178 号の沿

線には与謝野町宮津市中学校組合立橋立中学校が立地しています。歩行者が多い

中で、観光バスの通行も多く、安全確保のためにも早期の事業化が強く望まれて

います。

担当課名等 ＜与謝野町建設課＞



岩滝地域

野田川地域

加悦地域

主要地方道宮津養父線
Ｌ＝８４０ｍ

主要地方道　要望箇所位置図

主要地方道網野岩滝線
（男山工区）

Ｌ＝約１，１００ｍ

主要地方道網野岩滝線
（浜町工区）
Ｌ＝８００ｍ


